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1-1
理念・目的・育成人材像は定めら
れているか

4

本校と本校が設置される学校法人は、「職業人教育を通じて社会に貢献す
る」ことをミッションとし、建学の時から変わらない3つの教育理念である「実学
教育」、「人間教育」、「国際教育」の実践を掲げ、真の役割を果たすための４
つの信頼である「学生・保護者からの信頼」、「高等学校からの信頼」、「業界
からの信頼」、「地域からの信頼」を得られることを目標に、業界で必要とされ
る人材養成を目標に、絶えずカリキュラムを検討し、改訂している

社会背景（教育行政の政策等を含む）の変化により、入学する学生の性質が
多様化している。目的意識が高く学習習慣が身に付いている学生、学習習慣
に課題を抱える学生、家庭環境の複雑な学生など、多様な学生にキャリア教
育を実践し、中途退学せずに全員が卒業・就職し、生涯教育までフローで教
育していくシステムづくりを構築することが使命であることを全教職員が認識
することが重要である。

4

３つの教育理念の実践・役割を果たしている。４つの信頼を得られている。理
念・目的・人材育成は定められている。

1-2
学校の特色は何か 4

学生はしっかり挨拶ができ、自立し、プロ意識を持った社会人として業界に受
け入れられ、活躍している。また、近隣地域にも学生・教職員のボランティア
活動を通し、学生の礼儀正しさが理解され、信頼を得ている。

100％国家資格を取得するするための教育システム（入学前―在学中―卒後
までをフローで行う教育システム）。①入学前には基礎学力の向上②在学
中、特に初年次にはコミュニケーション力とキァリア意識を植え付ける教育プ
ログラム③卒業時に国家試験不合格だった場合に取得するまで無料の講習
を実施する。

4

当地域でのボランティア活動において、しっかり挨拶が出来、礼儀を正しさに
は住民一同感心しています。

1-3
学校の将来構想を抱いているか 4

アジア各国の職業教育を担う先駆的な教育機関を目指し、学生、教職員とも
にグローバルな視点と広い視野を持ち、専門職業教育機関NO.1と評価される
学校を作る。

発展するアジアの職業教育を担う先駆的な教育機関を目指し、学生と教職員
がグローバルな視点と高い志を持ち、専門職業教育機関NO.1と評価される学
校を目指している。海外の提携している教育機関との連携強化により、留学
生の受け入れを行うとともに、職業技術教育のサポートを教員派遣等で実現
させ、競合校との差別化を図る。

4

教職員のさらなる専門性の向上に努められ、マスターやドクター取得も含
め、今後の学生の指針になるように努められたい。

2-4
運営方針は定められているか 4

事業計画の中で、運営方針を位置づけている。年度当初に運営方針を全教
職員に伝達し、各教職員が各々の職責を完遂している。次年度はその検証を
することにより目標が決まり、実行計画が練られる。10月に半期決算並びに
決算予測を立て、全ての事項を検証し、問題を洗い出す。それをベースに次
年度事業計画に着手する。事業計画は、毎年3月上旬に実施する教職員研
修で方針・計画骨子を学校責任者から発表している。

事業計画は外部環境、内部環境の変化に対し、適切に対応出来ることを計画
策定の目的とし、中・長期計画に基づく具体的な行動計画として、教職員がそ
れぞれに計画を立て全員で共有する。その上で職場運営が実行されていく。
実行段階において、外部環境、内部環境の変化に速やかに対応する修正計
画の立案、実行が課題となる。

4

運営方針は具体的にしっかりと定められている。

2-5
事業計画は定められているか 4

事業計画・運営方針を定めることを最重要視している。その意識で毎年、法人
として事業計画・運営方針を作成している。事業計画を立てることと、運営方
針を定めることは、同時に考えて立案し、実践している。
文章化された事業計画・運営方針を基に、学校運営に関わる全ての人に周知
徹底すること、共有することに力を入れている。

事業計画は外部環境、内部環境の変化に対し、適切に対応出来ることを計画
策定の目的とし、中・長期計画に基づく具体的な行動計画として、教職員がそ
れぞれに計画を立て全員で共有する。その上で職場運営が実行されていく。

4

事業計画も具体的にしっかりと定められている。

2-6
運営組織や意思決定機能は、効率
的なものになっているか

4

組織の各機能を明確にする組織図を作成し、全教職員に各部署の機能、意
思決定機能を明確にしている。
組織目標は各部署別の目標に細分化し、数値化し、各部署の重点計画として
策定している。

意思決定に関しては、機関が明確である。毎年事業計画策定という作業があ
ることで、柔軟に対応できるい組織運営が行われている。

4

柔軟な対応が可能な組織運営とあるが、まずは策定された計画を着実に実
行することが必要である。そのうえで柔軟な対応を検討すること。当初より柔
軟な対応は計画の意味がなくなる。

2-7
人事や賃金での処遇に関する制度
は整備されているか

4

学校運営に必要な人材像、採用基準、雇用・解雇基準、賃金に関する制度は
就業規則に明確に定めている。人材採用と研修については事業計画書に明
示されており、その計画に基づいて人材の育成が実施されている。またインセ
ンティブシステムや業績評価システムについても事業計画書に明記され、教
職員の人事考課の基本方針として運用されている。就業規則においては、教
職員の等級や採用、任免、給与、教育訓練等について定められており、賃金
等の処遇については給与規定、教職員退職金規定において詳細に定められ
ている。

人事採用計画や人事考課については数年にわたるデータを蓄積し、適切な
運営ができる体制ができているが、教職員のキャリア開発支援の視点から、
より良い制度の策定に向けて改善を図って行きたい。

4

明確に整備されている。

2-8
意思決定システムは確立されてい
るか

4

学校運営に必要とされる意思決定を明確にするため、職務権限、職務分掌を
規定している。各会議・委員会は、その位置づけや実施日の告知、進行の仕
方を、事業計画においても明確化している。
重要なことは、学校運営が滞りなく行われることである。学校運営で生じる
様々な問題を早期に発見し、解決案を立て、実行することである。迅速な意思
決定ができるシステムになっている。

会議・委員会は教職員の学びの場でもある。問題を早期に発見した後の、数
字分析、仮説、立案の組み立て方は、様々な業務の場面に多い役に立つ。
学校の各数値目標の達成のため、各種委員会制度を推進しており、その業
務遂行が学校目標に貢献され、若手の人材育成に結びつくようにしている。
平成24年度にそのプロジェクト制度が人材育成に有効に働き、若きリーダー
が育成できつつある。

4

確立されている。

2-9　情報システム化等による業務
の効率化が図られているか 4

開校以来、ＡＳ４００システム、平成26年度から広報システム、同28年度から
就職システムにて情報管理を行い、入力・閲覧･出力の全てにおいて、個人ＩＤ
で制限を行っている。
業務の効率化については常に課題として取り組んできている。コンピュータに
よる情報システム化はその中核を成すものであり、常に業務改善をしながら
業務の効率化を高めてきている。
また、ネット上の個人情報漏洩・流失防止のため、ＴＲＵＳＴeの認証を受けて
いる。

学生カルテシステム（シップ）の活用とＡＳ４００システムの連動により、学生の
基本情報（氏名、住所、出身校詳細　等）の表示が可能、出欠情報の入力、
管理（注意・警告の学生について表示される）が行えることにより学生の状況
を随時把握できるようになる。
また、教員個人で管理を行っていた‘学生個人面談記録’‘実習訪問記録’の
一元管理もシップの導入により行うことが可能となり、全教員が個々の学生の
情報を共有できるようになっている。

4

大変優れているシステムと思す。さらに機能向上を望む。

　※平成２８年度自己点検自己評価（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）による
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3-10
各学科の教育目標、育成人材像
は、その学科に対応する業界の人
材ニーズに向けて正しく方向付け
られているか

4

各学科の教育目標、教科目標、育成人材像は、その学科に対応する業界の
人材ニーズに向けて正しく方向付けられている。各学科の教育目標、教科目
標、育成人材像は、常に業界のニーズを反映させるため、定期的に会議を開
き、修正を行い、それらの過程を経て業界ニーズに確実に応えられる教育目
標、育成人材像を設定している。

医療・福祉で働ける人材ニーズの変化や業界そのものの変化に伴う学科の
養成目的、養成目標の見直しやカリキュラムの再構築に実習指導者会議、講
師会議を開き、意見を取りまとめ、学科養成目標、教科目標、年間計画の修
正に取り組んでいる。
現在は教育理念に応じた、5つの力・3つの行動原則・アドミッションポリシー・
カリキュラムポリシー・ディプロマポリシーを作成し、育成人材像を明確に教育
実践している。

4

優れている対応と思うが、人材ニーズは変化するとともに、理想と現実の二
面性を伴う。その点も考慮されて対応を望む。

3-11
修業年限に対応した教育到達レベ
ルは明確にされているか

4

教育目標、教科目標、育成人材像は明確に公表している。教科過程に関して
も業界の求める人材像と照らし合わせながら設定している。各学科の教育目
標、教科目標、育成人材像を構成する知識、技術、人間性等は、医療、福祉
業界の人材ニーズレベルに照らして、また学科の教育期間を勘案して、到達
することが可能なレベルとして、明確に定められている。

教育期間内で達成可能な仕組みを構築する責任感のもと、学校全体で取り
組んでいる。実習においては、学生がより成長出来るための取り組みとして
OSCEや総合演習をカリキュラムに取り入れ、成果が出ている。また、カリキュ
ラムの作成に関しては学生の理解状況に合わせて毎年検討を加えている。

4

ＯＣＳＥの評価の統一性や評価者の意思統一など、より精度を上げる対応を
お願いする。

3-12
カリキュラムは体系的に編成され
ているか

4

カリキュラム編成については、毎年検討を重ね、充実した内容になりつつあ
る。今後は質の向上へ向けて取り組む時期であり、改定へ向けて体制は整い
つつある。後は実行し、成果を確認し、さらに自律的に改善して行ける仕組み
の構築へ向けて行動して行く。

学科としてカリキュラムの重要性を一層共有し行動していきたい。前回カリ
キュラム改定を機に永続可能な仕組み（見直しの仕組みも含めて）を構築す
る機運が高まっている。言語聴覚士学科においては、即戦力となる力量を養
うために「ことばの相談室」を開設し、臨床力向上の指導を進めている。

4

永続可能な仕組み（見直しの仕組みも含めて）を構築する機運が高まってい
る。とあるが是非対応をしてください。気運の高まりだけでは現実性がありま
せん。

3-13
学科の各科目は、カリキュラムの
中で適正な位置付けをされている
か

4

厚生労働省指定規則に則りかつ本校の理念である実学教育・人間教育・国
際教育を下に、卒業時のゴール（目標）をしっかり定め、学科の科目に適正な
カリキュラムが連携して組まれ、「教育指導要領」で教職員・講師間での徹底
が図られている。また、学生とは「学生便覧」で相互理解を図られている。
各科目間のばらつきをなくし、連携を図る必要がある。

科目間の連携を図っている。
①講義概要②科目目標③定期試験（日時・実施内容・評価基準・評価方法）
④使用教科書⑤使用教材⑥到達目標と授業内容⑦教科書・使用教材
これらの項目を確実に記載することで、学生に授業内容がイメージできるシラ
バスになるようにしている。シラバスを詳細部分まで抽出して作成し、学生・講
師が活用することで、学生及び講師も科目の関連性を意識しながら授業を進
める体制が出来ている。

4

学科の各科目はカリキュラムの中で適正な位置付けをされている。

3-14
キャリア教育の視点に立ったカリュ
キュラムや教育方法などが実施さ
れているか

4

入学前、在学中、そして、卒業後におよぶキャリア形成支援を実践して行く方
針である。特に「職業教育を通じて社会に貢献する」というミッションのもと、人
間力の向上を目指したキャリア教育を実践している。
初年次学年ではコミュニケーション技法・中間学年ではチーム医療論を展開
し、各専門職種として働く上で必要な能力を教育している。

入学前においては、プレカレッジでの教育を通じて、コミュニケーション能力の
向上に努めている。在学中においては、「ＯＳＣＥ」や「マネジメント」、「基礎演
習」などの初年次教育に類する授業も行なわれるようになり、実践を重ねてい
る。卒業後は、各職能団体と連携したセミナーや学校・学科主催のセミナーな
どを開催し、卒業生の参加数を増やしている。学科によっては、全学同窓会
活動の一環としてゼネラリスト研修およびスペシャリスト研修を開催し、卒業
生が求められているキャリアップに貢献している。

4

キャリア教育の視点に立ったカリキュラムや教育方針などが実施されてい
る。

3-15
授業評価の実施･評価体制はある
か

4

授業アンケートを定例的に実施している。授業評価を通じて学生の主体的な
意見を確認することにより、教員が新たな気づきを得ている。決して現状に満
足することなく、常に教育力・教授力向上を目指し、創意工夫している。
授業アンケートについては、昨年度より各学科共通書式にてアンケート形式
（質問紙）にて実施した。

授業評価の時期、内容、手順等について学校単位で統一的に取り組んでい
るが、現状国家試験レベルに到達させていくにはある程度講義内容を凝縮し
ていかざるを得ない。学生の理解度を深めるための自己学習の方法も指導し
ていかなければならない。
授業アンケートを通じて学生が主体的な意見を提案することにより、教員が新
たなる気づきを得ていきたい。

4

より情報収集に努めて頂き、理解を深めやすい方法論に到達して下さい。

3-16
育成目標に向け授業を行うことが
できる要件を備えた教員を確保し
ているか

4

教員の確保に当たっては、コンプライアンスの遵守を基本としている。学科教
育目標を達成するために必要な専門性を備えていることを入職要件としてい
る。専任教員に関しては、個々それぞれに高い専門性を備えるとともに、教育
スキル等、指導力が望まれる。学園の教員研修、学内教職員研修などを通じ
て、常に向上を図っている。
外部講師に対しては、講師会議などを通して、学校の教育方針や授業運営に
対する情報を共有し、業界との連携を目指している。

コンプライアンスを強化すべく、教員要件を満たす人材をより確実に確保する
体制作りが今後の課題である。同時に、学生にとってより魅力のある授業を
実施できる講師の発掘が必要であり、業界とのつながりを今後も強化する。

4

貴校の状態であるならば、卒業生が講師並びに教員になっていく体制を整
備されてはどうでしょうか。独自の体制や教育方法を実施されている貴校で
すので、是非検討してください。

3-17　成績評価・単位認定の基準
は明確になっているか 4

基準の遵守は徹底的に行っている。一方で、国家資格の関わる学科でもその
他の学科も留年の学生を安易に出すことはせず、必要なレベルまでしっかり
と到達させた上で進級、卒業を出来るように、成績不良が予想される学生に
対しては、早期段階から補習や特別授業を実施し、不足している部分を補う
体制をとっている。

成績に関する相談・助言体制として、クラス担任の個人面談や一年に一度
「保護者面談」を開催し、学生のみならず保護者からの相談を受ける体制を
整備しており、成果を挙げていることから、充実した適切な運営がなされてい
る。すなわち明確な基準と共に、柔軟な対応が出来る余地を残すことで、全て
の学生が学科の目標を達成した上で進級及び卒業が出来る体制を作ってい
る。

4

明確になっている。

3-18
資格取得の指導体制はあるか 4

全ての学科において対策講座をカリキュラム内にて実施している。また模擬
テスト等を実施し、定点観測・ヒストグラムによる得点の推移・マハラノビス測
定による模試の妥当性・識別係数による正答率の見直しを行うことにより習熟
度を測り、その習熟度に合わせた補講の実施も行っている。各学校の学科に
留まらず、同じ国家試験受験学科とも連携し、国家試験対策をより強化してい
る。

専門学校の責任として、また、本校の建学理念である「実学教育」のもと、こ
の分野について学科で真摯に取り組んでいることについては誇りを持ってい
る。その結果、開校以来全国平均を上回る国家試験合格率を維持している。
また、残念ながら現役で不合格になった学生の次年度以降の合格率も高く、
最後まで責任を持って資格取得に取り組む姿勢は示せているように、各学科
で国家試験合格に向けたシスティマティックな動きが可能となりつつある。

4

各職種において卒後の認定や専門資格の案内を、卒前より行いいち早く取
り組めることを考えてはどうでしょうか。

3
　
教
育
活
動



4-19
就職率(卒業者就職率・求職者就
職率・専門就職率)の向上が図られ
ているか

4

就職内定100％実現はもちろんのこと、今後とも第一専門職就職率を高水準
で維持していくことが課題である。学生全員がそれぞれの入学動機を全うし、
目指した職種で就職することを目標に、業界との連携をより深めると同時に、
業界のニーズをカリキュラムに反映させていくことが重要な課題であると考え
る。

就職指導をキャリアセンターのみに任せるのではなく、教務部に就職支援を
円滑に進めるため就職委員会を設置し、各学科に就職担当教員を選出し、そ
の教員がキャリアセンターと連携を密にとり、学生の就職活動状況を共有でき
るシステムとしている。また、その担当教員がそれらの指導の中で、就職に対
する意識付けや履歴書の書き方、電話の掛け方、面接対策から服装指導ま
で、就職活動対策をしっかりと指導するサポートを行なっている。

4

就職率の向上は図られている。

4-20
資格取得率の向上が図られている
か

4

学科内にて複数の担当教員（国家試験対策委員）を定め、その教員が中心と
なって国家試験対策の指導に当たっている。国家資格の合格率を向上するた
め、国家試験対策センター及び滋慶学園グループの同学科で構成される教
育部会を設置し、100％合格のためのシステムづくりを行っている。又、滋慶
学園グループ内での国家試験対策委員会にも積極的に参加し、情報収集を
行っている。

各学科は、資格取得100％を目標に揚げ実施をしている。特に理学療法士学
科、作業療法士学科、視能訓練士学科、言語聴覚士学科の4学科は、その国
家試験に対して常に合格率100％を目標としている。なぜなら、その入学した
学科では、国家試験を取得することにより将来の仕事になるという特性がある
ためで、入学した学生には国家資格は取得させることが学科のミッションとし
ている。 4

資格取得率の向上は図られている。

4-21
退学率の低減が図られているか 3

退学率４％以内を目標とし、教育システムの構築、学生支援体制（カウンセ
ラー、健康管理、学費、転科相談など）の整備をしている。退学率低減のため
には、まず、オープンキャンパスや入学前のプレスクールから資格取得への
魅力付けが肝要となる。また在学中には、学生の状況の変化をすばやく察知
しフォローしていく体制が重要である。単に退学するか否かではなく、転科を
視野に入れたサポートも大切である。心理的な問題に関しては、カウンセリン
グ研修を受けた教員の面談に加え、スクールカウンセラーのサポートを受け
て対応していく。学費面での問題に関しては、ファイナンシャルアドバイザーの
アドバイスを受けサポートしていく体制である。
また、学生のマイナス面をフォローをするだけでなく、プラス面を伸ばすため
のコミュニケーション技法により、他者との関わり方を学び、加えてスポーツ
フェスを全学科で実施することで学科を越えたコミュニティーを形成し、退学率
軽減に取り組んでいる。

学生カルテシステムにより、上記のような情報が全学科で共有できるように
なった。この学生カルテが退学率低減のための有用なツールになると期待し
ている。また、担任との面接、心理カウンセラーとの面接、フィナンシャルアド
バイザーとの面接、転科相談担当者(教務部長)との面接、といったように、
ケースに応じた対応が可能となっている。各学科においては、退学理由の要
因分析を行ない対策に役立てようとしている。
昨年度から実施しているスポーツフェスでは、普段学習面ではリーダーシップ
を発揮できないような学生がリーダーシップをとり、学内・クラス内での居場所
つくりに役立っていると思われる。

3

3-16～18の内容とも関わってきます。
多面的に学生を評価することは重要で、全人間的評価であると思いいます。
しかし学業以外の内容を専門職知識や教育に生かしていく方法論が必要で
す。ぜひ返答してください。
退学者を出さない取り組みはすばらしく思いますが、この取り組みと教育シ
ステムに乖離があるように感じます。各項目との整合性を作らないとこの項
目に至っては辻褄が合わないようにいつも感じます。

4-22
卒業生・在校生の社会的な活躍及
び評価を把握しているか

3

本校では、卒業生の社会的活動に対し積極的な支援を行なっている。例え
ば、卒業生の研究活動への支援として、学校の教室や実習室、実験器材の
貸し出しや、学生を被験者として提供したりしている。これら研究結果は、学
会や同窓会の研修会にて発表されている。また、これまで学術的な資質向上
を求める時には他の大学・大学院等を選択せざるを得なかったが、滋慶医療
科学大学院大学ができたことにより、今後は学術的な資質向上、キャリアアッ
プの機会をも提供できるようになり、この面での支援も進めて行きたい。

全般的に、卒業生の活躍は年々拡がって来ていると言える。特に学術活動の
様子や、就職先の声などから、卒業生の評価は高まっていると認識している。
例えば、理学療法学分野の各種学会では、常に卒業生の数名が演題発表を
行っている。また、技術講習会でインストラクターを務める卒業生も出てきた。
また、理学療法士学科の同窓会では、卒業生の教員が中心となり、事務局を
学校内において、年４回研修会を行うなど活発に活動を行っている。在校生
に対しては、スポーツ現場や高齢者および障害者施設でのボランティア活動
を積極的に進めることができている。
昨年度のボランティア依頼件数36施設、ボランティア参加学生延べ80名と活
性化している。

3

卒後の対応は十分に行われており、より積極的に各所属団体などにおいて
学術活動のサポートの強化をされることを期待します。」職能部分では所属
団体での役員への就任など関与が行われるように、サポートされることを望
みます。

5-23
就職に関する体制は整備されてい
るか

4

開校以来、就職希望者内定率は１００％を達成しており、就職指導体制は高
いレベルにある。開校以来構築してきた就職支援・指導活動から得られたノウ
ハウの蓄積や、業界との繋がり、キャリアセンター・教務・事務との協力体制
が確立できている成果が内定率としてあらわれているといえる。

「大阪滋慶学園主催　就職フェア」
大阪滋慶学園　５校合同で、毎年　５月に大阪城ホールにて就職フェアを実施
している。新入生から卒業年次学生まで参加し、多くの事業所の人事担当者
との面談を通して、早期就職内定を勝ち取る機会であると同時に、新入生に
とっては就職活動の端緒となる取り組みを行っている。 4

整備されている。

5-24
学生相談に関する体制は整備され
ているか

4

滋慶トータルサポートセンターを設置し、①精神面②学費③健康面などの相
談をいつでも受け入れる体制は既に整備され、しかも有効的に機能している
と考えている。全教職員が「ＪＥＳＣ認定教員カウンセラー資格」を取得し、カウ
ンセリングマインドを持ち、適格な指導が出来ている。また電子化された学生
カルテシステムにより、学生情報を共有している。

教職員全員が、カウンセリングマインドを持ち学生支援を行えるよう研修会＆
カウンセリング資格制度を実施。特に、カウンセリング研修では学園内組織
（滋慶科学教育研究所）が主催する「ＪＥＳＣ認定教員カウンセラー資格」を全
員に受講させ試験を実施することでカウンセリング技術の均一化を図ってい
る。

4

整備されている。

5-25
学生の経済的側面に対する支援
体制は整備されているか

4

奨学金を中心に都市銀行や大手信販会社による教育ローンも活用している。
旧国民生活金融公庫である日本政策金融公庫の紹介及び三井住友銀行・三
菱東京ＵＦＪ銀行・みずほ銀行およびオリエントコーポレーション・JACCSの教
育ローンを勧めている。本校との提携ローンであり、通常の教育ローンに比
べ、金利面で優遇されているため積極的に推薦している。

本校の学費に関する相談は、専門に研修を受けたフィナンシャルアドバイ
ザーが、個別対応により適格に対応している。学生支援機構の奨学金をベー
スに、金融機関との連携、分納制度を活用し、学生及び保護者との信頼関係
を構築し、対応している。本校の特徴として、昼間部・夜間部及び１年制～4年
制といった多様な過程が存在し、入学する学生も多種多様であり、各自の事
情に応じた対応が求められているが、まず上手く対応できていると考える。

5

整備されている。

5-26
学生の健康管理を担う組織体制は
あるか

4

健康管理体制については、かなり構築されている。グループとして慶生会クリ
ニックを有し、慶生会クリニックが健康診断運営から学生各人の健康管理ま
でできている。学生が入学から卒業までの健康面を時系的に確認できるシス
テムである。

慶生会クリニックで、学生の健康管理・相談・診療できるシステムがあり、有効
に機能している。健康・メンタル的な理由から学習困難になり退学や長期欠席
に追い込まれるケースが発生しないように組織体制を確立している。

4

組織体制は確立されている。

5-27
課外活動に対する支援体制は整
備されているか

3

学友会規約下で、各種部の活動は運営されている。よって、課外活動の支援
体制は整備されており、その運営については、学生に主体的に関わらせ、外
部とのコーディネートを職員がやっている。　そのことにより学生自身に責任
感が生まれている。

メディカルトレーター部や運動器超音波部にようなアカデミックな部活動を活
発に実施している。この部活動では、スポーツ現場で臨場感のある環境で学
生が主体的に行動し自律性を身に付けたり、超音波機器を操作することで機
能解剖学の習得に役立っている。一方、ゴスペル部に関しては、大きな歌声
で発生するため、自然と自分に自信が持てるようになり、気が付くと人前でも
堂々と話ができるようになることから、就職活動の際に大変役立っている。

3

課外活動については、就学されている学生数谷法人全体の就学数は相当
数に上ると考える。法人全体での取り組みも含めてより積極的な関わりをも
たれるべきである。また、部活動そのものの考えを、学業に関わるものだけ
でなく広い視野に立たれることを望む。

4
　
教
育
成
果

5
　
学
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援



5-28
学生寮等、学生の生活環境への支
援は行われているか

4

学生寮は完備されており、生活環境への支援は十分できていると考えられ
る。また、寮長と学校との連絡体系もできており、体制は整備されている。セ
キュリティー面での整備はされているが、事件だけでなく架空請求やインター
ネットが原因となる犯罪等の意識を高め、自分自身の身を守るよう指導強化
を図っている。

学生が安心して学べて暮らせるように支援のポイント
・「生活アドバイザー」が寮生のすべてをサポート
学生寮本部では、寮長（管理人さん）のいない自炊式寮の寮生に安心で快適
な寮生活をすごしてもらうために「生活アドバイザー」が定期的に巡回し全面
的にサポートしている。
・生活面のサポート
寮生の生活のサポートについては、急病時の対応および思いがけないトラブ
ル時相談対応など寮生が安心して生活できるようにしている。また学園関連
組織のクリニックで診療も治療も利用できる。
・万一の場合も総合保障制度がしっかりサポート
火災総合保険に加入しているので、賠償金が発生したときや火災・盗難にも
対応している。

4

5-29
保護者と適切に連携しているか 4

保護者とのコンセンサスはしっかり取るようにしている。特に年間スケジュー
ルを年度初めに送付し、担任から個別的に学生の状況(特に問題学生)を伝
達している。本校の４つの信頼を実現すべく対応している。

保護者会については、５月大阪城ホールで実施の就職フェア開催時に、卒業
年度の保護者対象に就職説明会を実施し、就職フェアを見学いただき、就職
活動の理解をいただくとともに、協力をお願いしている。また、在校生につい
ては、各学科毎に全体説明会を実施し、希望される保護者対象に個別懇談
会を実施している。内容としては、学科のスタッフ紹介、国家資格の状況や合
格への向けての取り組み、個別相談などを行っている。個別相談では、現在
の成績をもとに国家資格試験の合格見込みなど保護者へ伝え、国家試験合
格100％への協力を頂いている。

4

5-30
卒業生への支援体制はあるか 3

卒後の就職や転職の支援は整備されている。また、教育支援プログラムは
年々多くしている。また、同窓会組織を使ったネットワーク作りは、今後その業
界に卒業生を送り込む学校として大変重要だと考える。
昨年度より全学同窓会組織を設立し、社会に貢献できる人材育成を目指して
いる。

同窓会を組織し、その繫がりで求人を頂き、実習を受け入れてもらうなど多く
の成果が表れてきている。また近年、業界で実際に働いている卒業生講師な
ども採用し、在校生にとっては何年後かの自分をダブらせ大きな目標にもなっ
ている。
今年度より表彰ポイント制度を設け、卒業生の学術活動・社会貢献活動を評
価する体制を確立する。また、H27年度から理学療法士学科・診療情報管理
士学科では平日ナイトセミナーを開催し、卒業生の知識と技術の向上に努め
ている。

3

貴校のとるべき立場を明確されるべきである。卒後においても最大限のかか
わりをされるのか、同窓会組織との関わりでお考えになるのか、明確にされ
るべきです。基本は同窓会を通じた応援でよいのではと考えますが？

6-31
施設・設備は、教育上の必要性に
十分対応できるよう整備されている
か

4

実習授業に力を入れている本校にとって、学内実習室が実際の現場で使わ
れている設備をそろえていることが、必要不可欠である。実践教育のための
学内施設、設備はかなり高いレベルで整備されていると考えている。各教室・
実習室は、各種申請に必要な条件を全てそろえた環境として承諾を得てい
る。
H28年度には全階にWI-FIを設置、学生のICT教育を構築するよう進めてい
る。

厚生労働省養成基準に則り、施設、設備を整備はもちろんこと、学校の教育
方針に則り独自の教育環境を持ち、学生教育に満足の高い環境を提供して
いる。また、先進器具を整備したこと事によりＯＢや実習指導者の共同研究を
行い質の高い実践教育の実施する事が出来ている。
全階にWI-FIを設置してICTを活用している。また、滋慶学園グループ内で開
発されたJクリッカーというツールを使用し、授業アンケートなどを円滑に行う
取り組みを行っている。

4

6-32
学外実習、インターンシップ、海外
研修等について十分な教育体制を
整備しているか

4

学外実習は、プロとしての総合力を身につけるために有効であると考えてい
る。そこで、法令で定められている時間数以上に、各学年の習熟度に合わせ
た実習を加えることが必要と考えている。海外研修は、本校の教育理念の一
つである「国際教育」の一環として重要なプログラムであると捉えている。例え
ば海外教育提携校であるアメリカのロマリンダ大学等を研修先として、最先端
の医療福祉分野の知識、技術を学ぶ機会を提供している。

学外実習及び海外研修を行うことは、建学理念である「実学教育」「人間教
育」「国際教育」の全てと関わっており、その教育効果は大きいものと考えてい
る。また、学生満足度という観点で捉えた場合、学外実習も海外研修も高いレ
ベルで実施できていると考える。

4

6-33
防災に対する体制は整備されてい
るか

4

防災に対しては、マニュアルの整備、スタッフの役割分担、学生への情報提
供など体制の整備はされている。年1回の避難訓練など防災への注意喚起を
行っており、救急時における備品も準備されている（AEDや備蓄水など）。

安全衛生委員会も設置し、職場環境だけでなく、有事の際の規程も設けてお
り、まず問題はないと思われる。作成した防災・防火訓練計画書はサポート企
業であるDUCEと連携し、計画書の制度を高めている。 4

7-34
学生募集活動は、適正に行われて
いるか

4

大阪府専修学校各種学校協会に加盟し、同協会の定めたルールに基づいた
募集開始時期、募集内容を遵守している。また、就職実績の数字等において
は、誇大告知を一切せず、必要な場合は根拠となる数字を明確に記載するな
ど、適切な情報開示と学生募集が出来るように心掛けている。

本校は学生募集、広報活動は入学前教育という位置づけにしており、受験生
の①職業適性の発見・開発②目的意識の開発の支援をしていく重要なプログ
ラムであると考えている。入試事務局と教務部が一体になり広報活動にあ
たっている。 4

7-35
学生募集活動において、教育成果
は正確に伝えられているか

4

就職実績・資格取得実績、卒業生の活躍及び卒業後教育（生涯教育）を学校
の特色としてリレーションし、入学前の段階からに職業意識が高まっているこ
とが、第一専門職として就職内定、資格取得に結びついている。
業界推薦入試を実施することにより、業界と連携した人材育成を促進してい
く。

入学者アンケートの質問で、本校を決めた理由も就職実績、教育内容（資格
含む）が多く挙げられており、教育活動が学生募集に貢献していると考えられ
る。
就職実績・資格取得実績、卒業生の活躍を学校の特色として理解してもら
い、入学前に職業イメージの明確化になっていることが、未来の専門就職内
定、資格取得に結びつくと確信している。

4

7-36
入学選考は、適正かつ公平な基準
に基づき行われているか

4

各回の入学選考会については、募集スケジュールを要項に明記し、それに即
して実施している。また、選考終了後は、「入試判定会議」により合否を決定
する。科目試験、面接試験、書類選考が実施されている場合、各学科で判定
要件を明確にし、将来医療業界で働く人材として適性があるかを判断し、総合
的に合否を選定している。

「入試判定会議」
本校の入学基準に達しているか、否かを選考する判定会議。
会議のメンバーは、常務理事・事務局次長・教務部長・事務部長・広報課長で
構成されている。会議結果を踏まえ、学校長が最終決定する。 4

7-37
学納金は妥当なものとなっている
か

4

当初の学納金の決定は、開校の申請時または新規学科の申請時に５ヵ年計
画で収支計画を立て、理事会・評議員会で承認を受けたものである。
環境変化に伴い学納金の変更が必要な場合は、新たな収支計画を立て理事
会・評議員会の承認をもらい、学則変更申請をする。

学納金は、各学科の教育目標達成（卒業時の到達目標）を目指した学科運営
に必要な金額であり、人件費（講師・教職員）、実習費、施設管理・運営費等
に当てられている。また本校では、他校との比較で募集競争という観点から
の学納金の引下げは一切行わない方針である。 4
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8-38
中長期的に学校の財務基盤は安
定しているといえるか

4

５ヵ年の中長期の事業計画を立て、その中で収支計画を作成している。５年
間の計画を立てることによって、短期的視点のみならず中長期的な視点に
立った学校運営を計画することになる。
財務基盤の安定を図るために、指揮命令の系統を明確にし、予算計画の実
行、予算実績対比により計画通りに実行されているかを確認する。
資金を増加させて安定した学校運営をしていくためには、過去の分析とともに
将来の予測分析も必要となる。そのためには過去と将来の資料を分析し、学
生数の増加による収入の増加及び経費の見直しを図って資金を増やしていく
ことが必要となる。その情報と推移は、適切に分析と把握が行なわれていると
考える。

資金を増加させて安定した学校運営をしていくためには、過去の分析とともに
将来の予測分析も必要となる。そのためには過去と将来の資料を分析して学
生数の増加による収入の増加及び、経費の見直しを図って資金を増やしてい
くことが必要となる。その情報と推移は、適切に分析と把握が行なわれている
と考える。

4

中長期的に学校の財務基盤は安定している。

8-39
予算・収支計画は有効かつ妥当な
ものとなっているか

4

5ヵ年の事業計画は運営方針に基いて計画され、収支計画も運営方針に基い
て数値化される。収支計画は学科ごとの入学目標、在籍者目標を基礎にして
数値化される。

5ヵ年の事業計画は運営方針に基いて計画され、収支計画も運営方針に基い
て数値化される。収支計画は学科ごとの入学目標、在籍者目標を基礎にして
数値化される。予算の執行状況は、理事長、常務理事、事務局次長（予算執
行責任者）が目を通し、改善を図っている。 4

予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっている。

8-40
財務について会計監査が適正に行
われているか

4

学校法人の監査は「会計監査」と「業務監査」があり、前者は主に会計の専門
家である「公認会計士監査」、後者は「監事監査」と位置づけることができる。
補助金の対象学校では無いため、公認会計士の監査は法律上の強制ではな
いが、財務体制の強化を図るために監事の監査に加えて公認会計士監査も
積極的に受けている。監事の監査は業務監査と会計監査、公認会計士監査
は会計監査が行なわれるので、両者の効率的な実施のために監事と公認会
計士との連携及び監査スケジュールを組んでいる。

公認会計士による会計監査は中間決算、年度決算のために会計帳簿・証憑
書類等の内容確認等を受けている。また、監事による会計監査も実施してい
るが、これは専門家である公認会計士との意見交換を通して学校法人に対し
てヒアリング・指導を受けている。監査結果については決算報告・承認理事会
において監事が出席して報告し、併せて公認会計士監査も実施した旨を報告
している。学校、監事、公認会計士との財務上の指導を受けるために、ミー
ティングを設けている。

4

財務について会計監査が適正に行われている。

8-41
財務情報公開の体制整備はできて
いるか

3

平成17年の私立学校法改正に伴い、専修学校にも財務情報の公開が義務付
けされた。その改正を取り入れ、財務情報公開の体制を整えた。当初は閲覧
の対応であったが、職業実践専門課程申請に伴い、昨年度からホームページ
に情報を公開している

閲覧に供しているのは、資金収支計算書・消費収支計算書・貸借対照表・財
産目録・監査報告書とし、閲覧場所は学校法人大阪滋慶学園法人本部事務
局で実施する。

4

財務情報公開の体制整備はできている。

9-42
法令、設置基準等の遵守と適正な
運営がなされているか

4

法令や設置基準の遵守に対する方針は文章化し、法令や設置基準の遵守に
対応する体制作りは整備されている。具体的には、全ての法令を遵守すると
ともに、社会規範を尊重し、高い倫理観に基づき、社会人としての良識に従い
行動することが私たちの重要な社会的使命と認識し実践している。

平成18年11月30日、近畿厚生局の定期指導調査において、授業の実施形態
について、臨床実習の時間管理について、留年生を含めた定員超について
指導を受けたが、速やかに改善計画を作成し、実行している。
今後時代に合ったカリキュラムを構築し、コンプライアンスに適した変更を実
施していく。

4

法令設置基準等の遵守と適正な運営がなされている。

9-43
個人情報に関し、その保護のため
の対策がとられているか

4

平成１７年４月に個人情報保護にかかわる体制は完了している。今後個人情
報保護の教職員への定期的な啓蒙（研修など）と、その運営体制の整備をよ
り確立させていきたい。個人情報を大切に保護することが私たちの重要な社
会的使命と認識し、全ての役員・教職員・講師が個人情報に関する法規範を
遵守し、個人情報保護に関する基本理念を実践するために「個人情報保護基
本規程」を構築し、社会的要請の変化にも着目し、個人情報保護管理体制の
継続的改善にも取り組んでいく。

個人情報保護方針（プライバシーポリシー）として基本規程の中に以下につき
具体的な個人情報保護事項を定めるとともに文書化し、全教職員に周知徹底
させ実行する。
1.適切な個人情報の収集、保管、使用、開示及び提供に関する事項。
2.保管している個人情報の保護・修正・変更に関する事項。
3.対外的な当校の個人情報取扱についての周知、問合せ・苦情受付に関する
事項。教職員への教育・研修、周知徹底に関する事項。

4

個人情報に関し、その保護のための対策がとられている。

9-44
自己点検・自己評価の実施と問題
点の改善に努めているか

4

自己点検・自己評価を定期的に実施すること、第三者評価により、現状を公
平・公正に評価してもらうことで、常に問題意識を持って学校運営に取り組ん
でいる。

自己点検・自己評価に関しては、開校以来毎年事業計画に基づいた総括を
実施しており、収支バランスや教育力、就職力、広報力について客観的デー
タから検証し、問題点を発見した場合は、次年度の課題として挙げ、それを克
服するために事業計画を作成し、改善に努めている。 4

常に第３者委員より意見を徴収され検討されている姿勢は大変評価できるも
のである。今後も継続されて、常に最新の情報や新しい問題点について取り
組みをしていただきたい。

9-45
自己点検・自己評価結果を公開し
ているか

4

職業実践専門課程申請に伴い、自校ホームページに公開している。
また、内容については毎年情報更新を実施している。

情報公開ガイドラインに準じ的確に外部に公開している。

4

自己点検・自己評価を公開している。

10-46
学校の教育資源や施設を活用した
社会貢献を行っているか

4

就職率において、開校以来第一専門職領域への就職率100%を達成しており、
優秀な学生を業界に即戦力の人材として輩出するという社会貢献という観点
からは十分にその役割を果たしていると思われる。また業界・地域等から多く
の依頼に応えるべく、在学中に社会貢献の大切さや素晴らしさを伝えている。

『職業教育を通じて社会に貢献する』が、我々学校、そして滋慶学園の組織
ミッションである。優秀な学生を業界に即戦力の人材として輩出することが、
最大の社会貢献であるとの考えから、その使命の下に積極的に取組んでい
る。特に本校独自の社会貢献である、言語聴覚士学科によることばの相談室
及び視能訓練士学科による幼稚園検診はその代表的な取り組みといえる。
現在はメディカルトレーナー部として、地域のスポーツ現場でにて、傷病者の
応急処置やAED使用による甦生等のボランティア活動を行っている。加えて、
地域貢献活動として淀川区社会福祉協議会と連携し、高齢者の尿漏れ予防
対応や腰痛体操等を学生と一緒に活動を実施している。

4

10-47
学生のボランティア活動を奨励、支
援しているか

3

本学は学業に影響を与えない程度においてボランテイア活動への参加を推
奨している。ボランティア活動は単に社会において奉仕活動によって役割を果
たすとか社会との触れあいといった面ばかりでなく、学生本人にとってボラン
ティア精神という言葉で代表される自己の自発性や積極性の涵養という観点
からも効果が期待している。

本学学生は、近隣の福祉施設や医療機関、公共機関等の協力を得て、例年
多くの学生がボランティア活動を体験している。それらにより医療現場や福祉
問題、更には地域の様々な問題の理解を深め、社会におけるボランティア活
動の果たす役割について学ぶと共に、ボランティア活動の方法を修得してい
る。平成28年度よりボランティア係りの職員を配置し、当校へ寄せられるボラ
ンティア依頼を紹介している。H28年度の実績として、依頼件数36施設、ボラ
ンティア参加学生延べ80名と活性化している。
また、ボランティア活動を通しての所感を記載し提出させている。

3

ボランティアは多方面で考えられる、施設のみならず地域の少年少女のス
ポーツクラブなど、また」地域の小中高校の部活動など、多方面での」継続
的な関わりをお考えになられると、広がりが持てると思います。
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11-48
グローバル人材の育成に向けた国際
交流などの取り組みを行っているか

3

アジア各国の職業教育を担う先駆的な教育機関を目指し、学生、教職員がグ
ローバルな視点と高い志を持ち、専門職業教育機関ＮＯ．１と評価される学校
を作る。各学科の専門性を考慮した海外研修が行われている。自らが目指す
世界の最先端に触れることにより、世界的視野を持った職業人の養成をめざ
している。具体的な取り組みとしては、国家試験のためのカリキュラムに加
え、申し込み制の英会話セミナーを実施している。
また、上海からリハビリテーション医学を学ぶ留学生を引き受け、2ヶ月に亘り
教育を実施している。

発展するアジアの職業教育を担う先駆的な教育機関を目指し、学生と教職員
がグローバルな視点と高い志を持ち、専門職業教育機関ＮＯ．１と評価される
学校を目指している。
海外提携先との連携強化により、留学生の受け入れを行うとともに、職業技
術教育のサポートを教員派遣等で実現させ、競合校との差別化を図る
過去１名作業療法士学科を卒業した中国からの留学生に対し、問題なく対応
できた実績がある。
作業療法学を学ぶ上海の留学生を引き受け、2ヶ月間に亘り授業を展開して
いる。これに加えて、日本の文化等も伝え文化交流を行っている。

4

他校に比較すると十便にグローバルな視点を持たれ、取り組んでおられると
評価します。中心的な動きではないので、じっくりと対応されることを望みま
す。


